
庶 務 係 

 
１ 儀式及び表彰 

（１） 儀 式      なし 

 
 （２） 表彰条例に基づく表彰 

   ア 自治功労表彰 
氏    名 対  象  理  由 
須 釜 亮 次 市議会議員として多年にわたり市の発展に貢献した功績 
野 口 秀 世 市議会議員として多年にわたり市の発展に貢献した功績 
山 下   進 市議会議員として多年にわたり市の発展に貢献した功績 
児 島 兵 衛 市議会議員として多年にわたり市の発展に貢献した功績 
小 嶋 英 男 市議会議員として多年にわたり市の発展に貢献した功績 
設 樂 清 一 農業委員会委員として多年にわたり市の発展に貢献した功績 
町 田 慶 次 農業委員会委員として多年にわたり市の発展に貢献した功績 
天 野   勇 農業委員会委員として多年にわたり市の発展に貢献した功績 

 
   イ 一般表彰 
氏    名 対  象  理  由 
比留間 和 夫 市議会議員として多年にわたり市行政に貢献した功績 

乾   栄三郎 市議会議員として多年にわたり市行政に貢献した功績 

奥 富 喜 一 市議会議員として多年にわたり市行政に貢献した功績 

野 島 久 夫 農業委員会委員として多年にわたり市行政に貢献した功績 

前 田 正 蔵 町会長等として多年にわたり市行政に貢献した功績 

小 柴   宏 町会長等として多年にわたり市行政に貢献した功績 

森 田 貞 之 町会長等として多年にわたり市行政に貢献した功績 

國 友 久 夫 町会長等として多年にわたり市行政に貢献した功績 

会 沢   廣 町会長等として多年にわたり市行政に貢献した功績 

田 村 勍 一 町会長等として多年にわたり市行政に貢献した功績 

安 藤 博 文 町会長等として多年にわたり市行政に貢献した功績 

小 林 進太郎 町会長等として多年にわたり市行政に貢献した功績 

林     實 学校医として多年にわたり市行政に貢献した功績 

伊 東 孝 司 交通安全推進委員会委員及び福生交通安全協会福生支部役員として多年

にわたり市行政に貢献した功績 
神 谷 宜 徹 保護司として多年にわたり市行政に貢献した功績 

村 野 文 夫 国民健康保険運営協議会委員、交通安全推進委員会委員及び消防団員とし

て多年にわたり市行政等に貢献した功績 
森 谷   訓 消防団員として多年にわたり消防行政に貢献した功績 

髙 野   実 消防団員として多年にわたり消防行政に貢献した功績 



２ 平和祈念事業 

  平和のつどいの実施 

  日 時  平成 15 年８月 17 日（日）午後１時 30 分 

  場 所  さくら会館三階ホール 

  内 容  市民が語る戦後の福生（昭和 20 年代）パートⅡ 

        司会者 原嶋卓美氏 

       「引揚の思い出」 立川愛雄氏   「疎開者の生活」 高山君子氏 

       「１小卒業生の声」 山崎茂男氏  「戦後の町役場」 上野重勝氏 

       「元特攻隊から駐留軍労働者」 田光康夫氏 

  参加者  170 人 

 
３ 私立の幼稚園及び各種学校 

 （１） 市内の幼稚園及び各種学校 

   ア 認可私立幼稚園 
園  名 所 在 地 設置者名 園長名 認可年月日 

聖愛幼稚園 福生市大字熊川 490 番地 学 校 法 人 
聖 愛 学 園 野口 新輝 昭和 39 年２月５日 

福生多摩幼稚園 福生市大字福生 1276 番地 学 校 法 人 
三 陽 学 園 岩附  綠 昭和 39 年３月 19 日 

牛浜幼稚園 福生市大字熊川 960 番地 学 校 法 人 
髙橋文化学園 茂山 秀 昭和 40 年２月 12 日 

清岩院幼稚園 福生市大字福生 509 番地 宗 教 法 人 
清 岩 院 榎本 乃子 昭和 40 年 12 月 25 日 

 

 
   イ 認可私立各種学校 

学 校 名 所 在 地 設置者名 校長名 認可年月日 

福生珠算学校 福生市志茂 190 番地 山崎 茂男 山崎 茂男 昭和 29 年４月 19 日 

 

 



（２） 助成状況 

   ア 私立幼稚園等園児保護者負担軽減補助金 

年齢別 所    得    基    準 対象延人員（人） 補助金額（円）
第１子   11 74,800
第２子 0 0満３歳児 

市民税の所得割額が 8,800 円を超え 102,100 円以下とな
る世帯 

計   11 74,800
第１子 108 1,026,000
第２子 36 342,000

市民税の所得割が非課税となる世帯又は生活保護法の規
定による保護を受けている世帯 

計 144 1,368,000
第１子 44 343,200
第２子 12 93,600市民税の所得割額が8,800円以下となる世帯 
計 56 436,800

第１子 1,146 7,792,800
第２子 156 1,216,800

市民税の所得割額が 8,800 円を超え 102,100 円以下とな
る世帯 

計 1,302 9,009,600
第１子 282 1,607,400
第２子 48 374,400

市民税の所得割額が 102,100 円を超え 140,000 円以下
の世帯 

計 330 1,981,800
第１子 441 1,455,300
第２子 58 191,400

３歳児 

市民税の所得割額が 140,000 円を超える世帯 
計 499 1,646,700
第１子 313 2,973,500
第２子 12 114,000

市民税の所得割が非課税となる世帯又は生活保護法の規
定による保護を受けている世帯 

計 325 3,087,500
第１子 151 1,177,800
第２子 12 93,600市民税の所得割額が8,800円以下となる世帯 
計 163 1,271,400

第１子 1,784 12,131,200
第２子 60 468,000
第３子 12 93,600

市民税の所得割額が 8,800 円を超え 102,100 円以下とな
る世帯 

計 1,856 12,692,800

第１子 235 1,339,500
第２子 12 93,600

市民税の所得割額が 102,100 円を超え 140,000 円以下
の世帯 

計 247 1,433,100
第１子 526 1,735,800
第２子 18 59,400

４歳児 

市民税の所得割額が 140,000 円を超える世帯 
計 544 1,795,200
第１子 353 3,353,500
第２子 0 0

市民税の所得割が非課税となる世帯又は生活保護法の規
定による保護を受けている世帯 

計 353 3,353,500
第１子 134 1,045,200
第２子 0 0市民税の所得割額が8,800円以下となる世帯 
計 134 1,045,200
第１子 2,094 14,239,200
第２子 0 0

市民税の所得割額が 8,800 円を超え 102,100 円以下とな
る世帯 

計 2,094 14,239,200
第１子 342 1,949,400
第２子 12 93,600

市民税の所得割額が 102,100 円を超え 140,000 円以下
の世帯 

計 354 2,043,000
第１子 889 2,933,700
第２子 0 0

５歳児 

市民税の所得割額が 140,000 円を超える世帯 
計 889 2,933,700

合               計 9,301 58,412,300

前   年   度   合   計 9,903 62,052,300

※ 対象延人員は園児在園月数の年間合計 

※ 満３歳児：平成 12 年４月２日から平成 13 年４月１日までに出生した幼児のうち３歳に達した者 



   イ 幼稚園就園奨励費補助金 

年齢別 所    得    基    準 対象実人数（人） 補助金額（円）

第１子 1 52,700

第２子 0 0満３歳児 
市民税の所得割額が 8,800 円を超え 102,100 円以下とな

る世帯 
計 1 52,700

第１子 4 550,800

第２子 3 540,000
市民税が非課税となる世帯又は生活保護法の規定による

保護を受けている世帯 
計 7 1,090,800

第１子 5 524,500

第２子 0 0市民税の所得割額が非課税となる世帯 

計 5 524,500

第１子 4 284,100

第２子 1 141,000市民税の所得割額が8,800円以下となる世帯 

計 5 425,100

第１子 98 5,422,150

第２子 13 1,612,000

３歳児 

市民税の所得割額が 8,800 円を超え 102,100 円以下とな

る世帯 
計 111 7,034,150

第１子 17 2,226,150

第２子 0 0
市民税が非課税となる世帯又は生活保護法の規定による

保護を受けている世帯 
計 17 2,226,150

第１子 11 1,094,450

第２子 1 157,000市民税の所得割額が非課税となる世帯 

計 12 1,251,450

第１子 13 1,011,700

第２子 1 141,000市民税の所得割額が8,800円以下となる世帯 

計 14 1,152,700

第１子 152 8,411,032

第２子 5 620,000

第３子 1 190,000

４歳児 

市民税の所得割額が8,800円を超え102,100円以下とな
る世帯 

計 158 9,221,032

第１子 21 2,891,700

第２子 0 0
市民税が非課税となる世帯又は生活保護法の規定による
保護を受けている世帯 

計 21 2,891,700

第１子 10 882,908

第２子 0 0市民税の所得割額が非課税となる世帯 

計 10 882,908

第１子 12 897,800

第２子 0 0市民税の所得割額が8,800円以下となる世帯 

計 12 897,800

第１子 182 9,831,032

第２子 0 0

５歳児 

市民税の所得割額が8,800円を超え102,100円以下とな
る世帯 

計 182 9,831,032

合               計 555 37,482,022

前   年   度   合   計 565 37,941,108

※ 満３歳児：平成 12 年４月２日から平成 13 年４月１日までに出生した幼児のうち３歳に達した者 



   ウ 未就園児入学祝金 

小学校に入学した児童のうち幼児施設に未就園であった児童 
支 給 対 象 者              

平成 15 年度 前 年 度 

支 給 対 象 人 数              ４人 ３人 

児童１人につき 39,600 円 39,600 円 
支 給 額 

総    額 158,400 円 118,800 円 

 

   エ 私立幼稚園教諭合同研修費補助金 

補 助 対 象 市内に所在する私立幼稚園に勤務する教諭の資質の向上のために行われる研修に係る経費 

平成 15 年度 前 年 度 
補 助 金 額 

330,000 円 330,000 円 

 

   オ 私立幼稚園保健衛生費補助金 

補 助 対 象 市内に所在する私立幼稚園の幼児及び教職員の健康診断等に要する経費の一部 

平成 15 年度 前 年 度 
補 助 金 額 

320,000 円（80,000 円／園） 320,000 円（80,000 円／園） 

 

   カ 私立幼稚園事業参加費補助金 

補 助 対 象 市内に所在する私立幼稚園が行う事業経費の一部 

平成 15 年度 前 年 度 
補 助 金 額 

2,100,800 円 2,163,200 円 

 

   キ 私立幼稚園施設整備借入金利子補給 

平成 15 年度 前 年 度 
支給対象施設及び事由

利子補給利率（年３％以内） 利子補給額 利子補給利率（年３％以内） 利子補給額 

牛 浜 幼 稚 園

（ 園 舎 改 築 ）
（固定金利）年３％ 1,673,300 円 （固定金利）年３％ 1,860,100 円

牛 浜 幼 稚 園

（ プ ー ル 改 築 ）
（固定金利）年３％ 384,600 円 （固定金利）年３％ 429,000 円

聖 愛 幼 稚 園

（園舎外壁改修及

び大型遊具設置）

（変動金利） 

 年2.475％ 4月～5月

 年2.675％ 6月～3月

262,400 円 （変動金利）年 2.475％ 295,700 円

聖 愛 幼 稚 園

（運動場用地取得）

（変動金利） 

 年2.475％ 4月～5月

 年2.675％ 6月～3月

1,442,700 円 （変動金利）年 2.475％ 1,028,300 円

 

   ク 外国人学校就学児保護者負担軽減補助金 

     申請なし 



４ 統 計 

（１） 工業統計調査（指定統計第 10 号） 

我が国の製造業のすがたや製造活動の状況を明らかにすることを目的として、平成 15 年 12

月 31 日現在で、製造業に属するすべての事業所を対象に従業者数、製造品出荷額、原材料使用

額等を調査した。 

◎ 調査対象事業所数 

（内訳） 甲調査（従業者 30 人以上の事業所） 11 社 

乙１調査（従業者４人以上 29 人以下の事業所） 60 社 

乙２調査（従業者３人以下の事業所） 45 社 

 

（２） 建設工事統計（指定統計第 84 号） 

ア 建設工事受注動態統計調査 

公共機関及び民間から発注された建設工事の量、構造及び地域分布の動向を毎月調査した。

前々年度における年間施工額が１億円以上である建設業者のうち、施工額、規模別及び種類

別に層化抽出したものについて、国土交通大臣が指定する。 

◎ 調査対象事業所数 １社 

イ 建設工事施工統計調査 

建設工事及び建設業の実態を明らかにすることを目的として、１年間に行われた建設工事

の施工高、受注高、兼業等について調査した。 

◎ 調査対象事業所数 22 社 

ウ 住宅用地完成面積調査（前記イの調査に附帯して同時実施する承認統計） 

住宅用地の供給量を地域別に把握し、宅地対策、都市政策等に資することを目的として、

工事件数、完成面積等について調査した。 

◎ 調査対象事業所数 18 社 

 

（３） 住宅・土地統計調査（指定統計第 14 号） 

住宅、住宅以外で人が居住する建物及びこれらに居住している世帯並びに世帯が所有する土

地に関する実態を全国別、地域別に明らかにすることを目的として、平成 15 年 10 月１日現在

で、居住室数、家賃、年収、建て方、構造、建築時期、床面積、敷地面積、所有関係等を調査

した。 

◎ 調査対象世帯数 2,544 世帯 


